


































































である事象に対して，いかなる存在意義 (raisond' etre )すなわち「呂的jをもつかという乙と





























ケーニヒは f教育科学理論 (Theorieder Erziehungswissenschaft ) Jにおいて，まず「科
学Jの意味にふれ，それを「窓意的な主張JからJi皮13fJし「単なる意見や，推測の域をでない日常生
ブ 11)活における実践と対立す。 Jものとして考えている。そしてこの理解に応じて「教育科学_J rζ関
し， I教育実践において， r合理的なオソエンテーション Jと，そ乙に提起された問題を科学的に




14) 輪郭を示す乙とに限定する 。Jと述べているように その意味を比較的広義に解釈している。
乙こで比較的という場合， その比較の対象となるのは3 たとえば，カーリンカー (F.N.Kerlinger) ， 
-21-
ラドナー (R.S.Rudner) ， グリフィス(D.E.GriHiths.)， あるいはブレツインカ(W. Brezinka) 












































いわゆる「科学(広義の22)) J f(.もそれと類似する何らかの類型，すなわち異なる目的の Fに成
立する，性格が異なる捜数の科学の存在を認める研究者は多い。 i記述科学 (descriptivescience 
) Jと「規範科学 (normativescience) Jとを指標とする，科学の二大類型論がそれである。
たとえばヤング(Stanl ey Y oung )は， i概括的にいうと，科学の目的は， (1)記述的か， (2i規




サイモンは， r記述科学jを構成する命題 (proposition)を「科学的命題 (scientificproposト
tion) Jないし「理論的命題 (theoreticalproposi tion ) Jと呼び，その典型!となる命題を「し
かじかの事態(現象)は3 常J乙， しかじかの条件を伴う jという形式で表現している。そこには，
サイモンの意図する「記述科学」の本質，すなわち，当該事象lζ 関する構成概念、の形成を不可欠
な前提とする「事実J認識 25)，その に関する諸側面の態様を記述 (describe) ，説明

























三つのとらえ万，すなわち 2 「規範的知識 (normativeknowledge) J， I処万護的知識 (presc-

















































元Jと「目的Jという視点を， マトリクス上に定置する ζ とにより，教育学全体の構造を描き出し
ているという意味で注目と評価に値する。
まずケーニヒは， if教育学 jという言葉が， 乙の表現だけによって一般に知られている文献の
集合名称34)と理解されるならば， r教育学』は対象理論であるとともにまたメタ用論でもある3め
と述べ，教育学(諸々の教育研究と換言しでもよかろう)には，教育事象(実践)プロノマ日ーの研究
( I教育科学J)と， さらに高次の「教育科学の理論」と呼ばれる研究の次元がある ζ とを指摘し
ている36)0. i特定の対象理論としての教育科学と， メタ理論としての「教育科学の埋論 Jとがほ
別される。どの教育科学の構想がlEしし 1かという Iれ 1は，教育実践についてではなく，教育科学:の























































































組織内における「人間関係 (humanrel ations) Jの存在に着目し，それを鍵的概念として設定す
る「人間関係論的アプローテ」や3 組織内活動の多様な次元と局面においておこなわれる「意思決
定 (decision-making) J Iζ注自する「意思決定論的アプローチJなどがあげられるであろう41j


















































の論争であることは決して偶然ではなし，45)0 Jとケ一二ヒも述べているが この ζ とからも現解さ



















もの」などと説明される (Kerlinger，F.N.， "Foundations of Behavioral Research， 2nd.ed，" 
Hol t， 1<inehart and Winston， 1973， p.129. )。換言すれば3 われわれをとりまく諸々の経験
的事象の特定側面ないし部分を，われわれ自身が何らかの目的により地出，抽象ないし再構成し
て一つの として認識する場合の その f事実」に付与される名辞(term)が構成概念、で
ある(われわれにとっての「事実」の意味およびその形成に関しては たとえば村上陽一郎氏の
「新レい科学論一一「事実」は理論をたおせるか-.Jj，講談社， 1979. や「科学のダイナミ
ックスー一理論転換の新しし 1モデノレー -.Jj，サイエンス社， 1980. など参照のこと)。
学校経営研究者としてのわれわれにとって最も強い関心を集める構成概念は，いうまでもなく
「学校経おj である。われわれは， I学校経営」という構成概念を少なくとも学校経営研究者間

















2) 拙稿， i教育経営研究における f理論 jに関する一考察J，学校経営!i)!究， Vol. 6， 1981， 
PP' 61 -77. 
拙稿， i学校経営学における意思決定論的アプローテの意義と課題一一学校経常学の構造
に関する考察を中心に一-j 教育学修士論文(筑波大学)， 1982 
相j稿， i学校経営学の構造に関する一試論(1)一学校経営研究(論)I乙関する系譜的研究批判j
-J，教育経営盟論研究， Vo 1. 3， 1982， PP 20 -25 
などを参照のこと。
3) たとえば
高野桂一， i学校経営の科学の構想J，高野桂一若， r学校経営の科学 基礎理論:高野村:一
















































8) 科学留学 (philosophy of science) とは， I科学の方法論や基槌論理，認識の問題，知識体
系の批判といった哲学本来の仕事を遂行しようとしづ意識に支えられた哲学の一分野(村上陽一










11) E ckard Ko'nig著/クラウス=ノレーメノレ・江島正子共訳， r教育科学理論一一教育学にお
ける科学理論の動向 -j，学苑社， 1980， P. 15. 
12) 上掲書， P. 15. 
13) 上掲書， P. 15 
14) 上掲書， P 15 
15) たとえば以下の文献を参照のこと
Kerlinger， F.N.， "Foundations of Behavioral Researchぺ Holt，Rinehart and Wins-
ton. 1973. 
Rudner， R.S.著/塩原勉訳， r社会科学の哲学 j，培風館， 1967. 
Griffiths， D. E.著/沖!京豊訳， r 教育行政の理論 j ，泉屋書J~ ， 1962 
Brezinka， W.著/小笠原道雄・林忠幸・高橋洗治・田代尚弘訳， r教育科学の基礎概念一
分析・批判・提案 -j，禦明書房， 1980. 
Homans， G. C.著/橋本茂訳， r社会科学の性質 j，誠信書房， 1981 
Hage， J.著/小松陽-.野中郁次郎訳 f理論構築の方法J，臼桃書房， 1978， 




18) Hempel， c.G.著/長坂源一郎訳， r科学的説明の諸問題 j，岩波書居， 1979， P. 1 






21) Hempel， C.G.著， ~]掲書， 1979， P. 1 
22) 1 7)を参照のこと。
23) Young， S.著/新家照夫他訳. r意思決定の諸問題:現代経営思想、シリーズ IYJ，好学社，
1971， p.3. 





考察J1 教育学博士論文(東京教育大学)， 1977， P. 5. 
27) 朴氏は， r科学jを「記述科学jの意味に，および「理論」を「記述理論jの意味l乙限定し，
明確な科学論を展開している。
28) Simon， H. A.若，前掲書. 1975， P. 323. 
29) 典型的事例としては，伊藤和衛氏や高野桂一氏らの経営参加論や経営現代化論があげられよ
つ。
30) 朴型雨， r学校経営盟論のあり万とその万法論J，学校経営研究， V 01. 3， 1978， PP. 93 
-103. 
31) 上掲論文， PP. 93 -94. 
32) 拙稿，前掲論文， 1981， PP. 64 -70 . を参照のこと。
33) Echard Konig著，前掲書， 1980， P. 21 . 
34) 大浦猛氏は， r教育学」という語を同様の意味において，総括名辞と呼んでいる(大浦， r今
自の教育学界の課題一一多様な研究分野の相互関連を中心にして -J，教育学研究， Vol 
40， No.4， 1973， P. 15-21 )。
35) Eckard Kりmg著 fli]掲書， 1980， P. 18 
36) 対家を経営学においた全く同様の見解が，山本安次郎氏によりなされている。山本安次郎著，
f経営学研究万法論:経営学全書5j，丸善， 1975 を参照のこと。
37) Eckard Kりmg著，前掲書， 1980， p.18 
38) 上掲書， P. 20. 
39) 上掲書， PP. 20 -21. 
40) 1)を参照のこと。















高野桂一，前掲論文， 1980， pp56 -64. 参照の ζ と0
45) Eckard Konig著，前掲書， 1980， p. 10. 
46) Sergiovanni， T. J.， Carver， F. D.， f/The New School Executive A Theory of 
Administration (2 nd. ed.) ， Harper & Row， 1980 
なお本書については，阿久津浩氏による詳細な文献紹介があるので参照されたい(学校経営
研究， v 0 1. 7， 1982， PP. 117 -124. )。
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